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別紙

職員厚生経費（レクリエーション経費）の執行要領

１ 目的

平成２０年７月１日に自由民主党の「無駄遣い撲滅プロジェクトチーム」か

ら内閣総理大臣に提出された提言において、職員厚生経費（レクリエーション

経費 （以下単に「レクリエーション経費」という ）については 「自衛官等） 。 、

についてその特殊性から真に必要な場合を除き、当面、全ての経費について執

行を凍結する。その上で、原則廃止を前提として、早急に統一的な取扱いを定

。」 、 、める とされ 政府としてもこの提言を実行していくこととされたことから

防衛省におけるレクリエーション経費の当面の執行要領を定めるものである。

２ 趣旨

レクリエーション経費は、このような政府の方針を踏まえて、特に「厳しい

環境下に居住又は勤務する者」及び「特殊な任務及びその厳しい訓練に従事す

る者」に対して、健康の保持増進等に資することを目的として執行することと

する。

３ レクリエーション経費を執行する要件

レクリエーション経費については、次の目的要件及び対象要件の双方に該当

する場合にのみ執行することができるものとし、本執行要領により調達する物

品等には、麻雀牌、花札、カラオケ機材等、娯楽性の高いもの及びマッサージ

チェア、釣り用具、ＤＶＤソフト等、国民の理解を得ることが困難なものは含

めないこととする。

（１）目的要件

次に掲げるいずれかの目的のために執行されるものであること。

ア 自衛官の健康の保持増進に資すること。

イ 自衛官の勤務意欲及び勤務能率増進に資すること。

ウ 自衛官の資質の向上及び組織の活性化に資すること。

エ 海外派遣自衛官若しくは艦艇乗組員又は特地の一部に勤務する者の日常

生活の利便性等に供すること。

（２）対象要件

次に掲げるいずれかの者のために執行されるものであることとし、執行対

象となる者の範囲及び使用場所については、付表第１のとおりとする。ただ

し、自衛隊の部隊及び機関（以下この号において「部隊等」という ）にあ。

っては、部隊等の長が健康の保持増進等を勘案し、同表に掲げる使用場所以

外の場所において使用させる必要があると認めるときは、この限りでない。



ア 厳しい環境下に居住又は勤務する者

（ア） 艦艇乗組員

（イ） アラート勤務者、防空指令所、レーダーサイト等に勤務する者であ

って、２４時間態勢の業務に従事する者

（ウ） 離島や市街地から離れた地に勤務する者

（エ） その他の厳しい環境下に居住又は勤務する者（留守家族を含む ）。

イ 特殊な任務及びその厳しい訓練に従事する者

ゲリラや特殊部隊による攻撃への対処、不審船の武装解除等、厳しく困

難な環境下で、強度のストレスを受けつつ特殊な任務及びその訓練に従事

する者

４ 報告等

（１）本執行要領により調達した物品等については、関係法令に基づき適正に管

理するものとする。

（２）執行したレクリエーション経費について、付表第２により、各機関等にお

いて年度分を取りまとめ、翌年度の４月３０日までに防衛大臣へ報告するも

のとする。

５ その他

、 。この執行要領に関する物品等の基準は 人事教育局厚生課長から通知させる

また、レクリエーション経費を執行するに当たり疑義が生じた場合には、その

都度、人事教育局厚生課へ照会するものとする。



付表第１

対 象 要 件 執行対象となる者の範囲 使用場所

厳しい 防衛省職員給与施行細則（昭和３０年 艦艇内艦艇乗組員

環境下 防衛庁訓令第５２号。以下この表にお

に居住 いて「訓令」という ）第３条の３第。

又は勤 １項各号に掲げる船舶に乗り組んでい

務する る海上自衛官

勤務場所・乗員の範囲等に関する訓令（昭和３アラート勤務者、

７年防衛庁訓令第６号）第１条第１防空指令所、レ

項各号に掲げる者ーダーサイト等

・訓令第２７条の７第１項各号に掲げに勤務する者で

る業務に従事する者あって、２４時

・訓令第２７条の８第１項各号に掲げ間態勢の業務に

る部隊に所属し、同条第２項各号に従事する者

掲げる業務に従事する者

離島や市街地か 防衛省の職員の給与等に関する法律 勤務場所

ら離れた地に勤 （昭和２７年法律第２６６号）第１４

務する者 条第２項において準用する一般職の職

員の給与に関する法律（昭和２５年法

律９５号）第１３条の２第１項に規定

する特地官署及び同法第１４条第１項

に規定する準特地官署に勤務する者

その他の厳しい ・自衛隊法（昭和２９年法律第１６５ 派遣先

環境下に居住又 号）第８３条又は第８３条の３の規 （留守家族

は勤務する者 留 定により派遣された訓令第２７条の はその限り（

守家族を含む ） ５第１項に規定する作業に従事する にない ）。 。

者

・国際緊急援助隊の派遣に関する法律

（昭和６２年法律第９３号）第３条

第２項各号に掲げる活動として行わ

れる業務に従事する者

・国際連合平和維持活動等に対する協

力に関する法律（平成４年法律第７

９号）第３条第５号に掲げる業務に



従事する者

・訓令第２７条の６第１項各号に掲げ

る業務に従事する者及び同条第３項

に規定する作業に従事する航空自衛

官

・訓令第２７条の１０第１項各号及び

第４項各号に掲げる業務に従事する

者

特殊な任務及びその厳し ・落下傘隊員の範囲及び落下傘降下作 勤務場所

い訓練に従事する者 業手当の額に関する訓令（昭和３３

年防衛庁訓令第２７号）第１条第１

項第１号に掲げる部隊に所属する陸

上自衛官のうち落下傘降下作業を行

うことを本務とする者

・特別警備隊員の範囲等に関する訓令

（平成１３年海上自衛隊訓令第１９

号）第１条に規定する海上自衛官

・陸上自衛隊の隊員の特殊作戦隊員手

当に関する訓令（平成１６年陸上自

衛隊訓令第２２号）第２条第１項及

び第２項に規定する自衛官

・不発弾処理隊に所属する者であっ

て、訓令第１８条第１項第１号から

第３号まで及び第６号に掲げる作業

に従事する者

・中央即応連隊に所属する者であっ

て、国際平和協力業務又は災害派遣

活動に派遣されることが前提とされ

る者



付表第２
（機関等名）

内  　　訳（品目名） 数　量 金　　額

職員厚生経費

うちレクリエーション経費

① 艦艇乗組員

② アラート勤務者、防空指令所、レーダーサイト等に勤務する者であって、２４時間態勢の業務に従事する者

③ 離島や市街地から離れた地に勤務する者

④ その他の厳しい環境下に居住又は勤務する者（留守家族を含む。）

⑤ 特殊な任務及びその厳しい訓練に従事する者

＜注＞目的欄は、執行要領第３項第１号に示すアからエまでのうち、該当する記号を記入する。

内訳（品目名）欄に、具体的な内訳を記載すること（複数ある場合には、様式を適宜追加して作成すること。）。

令和　　　年度 職員厚生経費（レクリエーション経費） 執行実績

目的
  年  度  執　行　実  績

予算額 備　　考


